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韓国で初めて実施されたのは一九二五年のことである。当時の調査名は「簡易国勢調査」であっ 。一九二五年の開始時から、五年ごとの実施が基本となっている。一九六〇年に行われた第九回 からは、 「住宅」部門と「標本調査」が追加されることで、現行の調査の仕組みが形作られた。正式名称も一九九〇年からは「人口住宅総調査」に変更され、定着している。　
直近の二〇一〇年調査の場合、
同年一一月一日時点で 国内居住者すべてを対象にする全数調査と、人口一〇％をサンプルにした標本調査（二〇一五年からは二〇％に引き上げられる）で構成されている。一〇月二 日から 七日間の
インターネット回答式のウェブ調査（二〇〇五年調査より導入、ウェブ調査の回収率は約四七％、外国人の同調査の回収率は一一・三％）を先に実施し、一一月一日からは、その未回答者に対して戸別訪問調査で補う仕組みである。調査データの多くは、韓国統計庁の国家統計ポータルサービス（ＫＯＳＩＳ、参考資料⑤ 通して、オーダーメード式によって公開されている。　
ところで、二〇一五年から全数
調査が大幅に変更され いわゆる「登録センサス方式」の導入が予定されている（参考資料③） 。これにより、全数調査のためのウェブ調査と訪問 は廃止されることになる。その代わり、一種の国民背番号である「住民登録番号」から得られた行政登録情報を加工して、これまでの全数調査で獲得
されていた内容を作り上げる方式がとられる。したがって、新方式に変更するにあ っては、国内の行政事務で必須事項になっている住民登録番号制の整備が前提条件となる。人口二〇％サンプルの標本調査は、従来と同様、ウェブ調査と訪問調査によって実施される。　
この新方式の主な狙いは、人口
























逆転が起きている点に注目したい。図１では、ちょうど五五歳の時点で、女性の単独世帯者の比率が男性のそれを上回るようにな 。主に離婚と死別によるものと考えられるが、韓国労働市場の特徴 関連づけた仮説 設定も可能であろう。　
韓国の企業では平均的な実質退
職年齢は五〇代前半であり 他の先進国に比べて非常に早い。二〇一六年からは、企業規模 応じて段階的に六〇歳定年が義務付けられる予定ではあるが すべての企業に適用されるまで かなりの時間が要されるので ろう。しかも、企 からすると、行政による定年強制に対しては まざ な抜け道がある。いず にせよ 五〇代前半に定年退職した男性の再就職はそれほど容易ではないため、彼らの多くは自営業者となる道を選ばざるをえなくなる。しか 、大量開業による激しい競争下 自営業の利益率は非常に低く、彼らの約七〇％が開業五年以内に廃に陥るとも報告されてい （参考資料⑦、二ページ） 。彼らの年代の多くが、韓国で第一次ベビー
表１ 　単独世帯の性別と地域分布別の変化（2000～10年）















世帯合計 (A) 14,391 100.0 15,988 100.0 17,339 100.0 20.5 
単独世帯計 (B) 2,224 15.5 3,171 19.8 4,142 23.9 86.2 
単独世帯計 (B) 2,224 100.0 3,171 100.0 4,142 100.0 86.2 
男性 945 42.5 1,418 44.7 1,924 46.5 103.6 
女性 1,279 57.5 1,753 55.3 2,218 53.5 73.4 
都市部（洞地域） 1,642 73.8 2,440 76.9 3,244 78.3 97.6 
農村部（邑・面地域） 582 26.2 731 23.1 897 21.7 54.1 
　　首都圏 839 37.7 1,239 39.1 1,631 39.4 94.4 
ソウル市 502 (22.6) 676 (21.3) 854 (20.6) 70.1 
京畿道 337 (15.2) 563 (17.8) 777 (18.8) 130.6 



























全体に占める、教育水準が大学入学以上の比率は二五・一％であった。それが、二〇〇五年には三二・八％、二〇一 年には三七・二％まで上がっている。韓国で高卒者の上位教育機関への進学者 、一九九〇年代から急激に増えはじめた。一 九〇年の進 率は三三・二％にすぎなかった〇〇年には六八・ 、二〇〇八年には八三・八％まで上がった（参考資料①、以後小幅に下落して二〇一〇年には七九・〇％） 。
　
年齢別に細かくみると、二〇〇
〇年以後の変化の方向性を見いだすことができる。二〇〇〇年の場合、各年齢別の単独世帯のうち、大学以上の高学歴者が四〇％以上を占める年齢グループは二五～三四歳であった。二 一〇年になると、より高年齢の三五～四四歳グループにおいても高学歴者が四六・七％も占めるようになっている（表２） 。同じ二二～二四歳ループでみても 二〇〇〇年より二〇一〇年のほうが 高学歴者の比率が高いことがわかる。　
二〇〇八年のリーマンショック
以降、韓国の労働市場では労働力需給のミスマッチが非常に深刻化している。つまり、未熟練の労働市場では需要超過、熟練で高度知識系の労働市場では供給超過状況が続いており、とくに大卒以上の高学歴の失業者が急増している。このような状況から 大学を出ても職を持てない「就職浪人」 多くが、単独世帯者になっているのである。●高齢化す 単独世帯　
単独世帯のもうひとつの特徴は、
高齢化である。これには複合的な要因が影響を及ぼしているものの、
なかでも離婚率の増加が中年・老年期にまで広がっている社会風潮は無視できない。たしかに、 「中高齢者離婚の増加→単独世帯の高齢化の深化」という図式 、表３において確認できる らである。　
表３は、二〇〇〇年、二〇〇五
年および二〇一〇年調査に基づて、単独世帯の婚姻状況を各年齢別に示している。まず、単独世帯全体でみると、未婚 比率は、二〇〇〇年 四三・〇％、二〇 五年に四五・〇％ 二〇一〇年に四四・五％とほぼ横ばいで推移している。激しい変化を せているのは離婚の比率である。二〇〇〇年の九・八％から二 一 は一三・四％まで上がって その結果、二〇〇五年と二〇一 年のすべての単独世帯者 なか 、離婚の比率が有配偶者のそれを上回っている。　
次に、年齢別に細かく見てみよ




15~21歳 22~24歳 25~34歳 35~44歳 45~54歳 55~64歳 65~74歳 75~84歳 85歳 ~
２０００
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
無教育 19.6 0.1 0.1 0.2 1.3 5.6 27.0 54.9 75.5 83.0 
小学校 16.4 0.3 0.3 0.9 8.8 25.5 40.9 31.6 18.2 11.7 
中学校 9.9 3.6 2.0 4.2 19.0 24.0 13.5 5.8 2.7 1.9 
高等学校 29.0 35.9 35.9 47.9 46.9 29.5 12.2 5.1 2.2 1.8 
大学以上 25.1 60.1 61.7 46.8 24.0 15.3 6.5 2.6 1.4 1.5 
２００５
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
無教育 15.1 0.1 0.1 0.2 0.7 3.0 15.4 41.6 64.9 78.0 
小学校 15.4 0.2 0.2 0.3 3.6 16.5 37.9 38.3 25.6 15.8 
中学校 9.2 1.9 1.2 1.8 10.3 23.3 19.0 8.6 4.1 2.4 
高等学校 27.4 24.2 24.1 34.5 50.2 37.3 18.5 7.8 3.5 2.2 
大学以上 32.8 73.6 74.4 63.2 35.2 19.9 9.2 3.8 1.9 1.6 
２０１０
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
無教育 11.3 0.1 0.1 0.1 0.3 1.5 6.5 27.9 50.7 66.5 
小学校 15.4 0.1 0.1 0.2 1.1 10.3 31.0 42.3 34.1 23.9 
中学校 9.5 1.5 0.6 1.1 4.8 19.0 23.7 12.9 6.4 3.8 
高等学校 26.6 18.0 14.4 24.5 47.0 43.4 26.4 11.4 5.8 3.4 






ループ（二九・一％） 、第二位が三五～四四歳グループ（二三・五％）であった。二〇 〇年になると、第一位が 五～五四歳グループ（三六・一％） 、第二位が五五～六四歳グループ（二六・九％）に変わり、単独世帯の高齢化が明らかになっている。すでに二〇〇五年から、四五～五四歳グループにおいて、離婚の単独世帯者の比率が有配偶者のそれより高くなっている。　
一九九〇年代以後、韓国の離婚



























































15~21歳 22~24歳 25~34歳 35~44歳 45~54歳 55~64歳 65~74歳 75~84歳 85歳 ~
２０００合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
未婚 43.0 99.3 98.5 90.0 48.3 15.5 3.6 1.0 0.4 1.4 
有配偶者 12.0 0.6 1.3 6.5 23.9 31.0 15.6 5.4 2.4 1.6 
死別 35.1 0.0 0.1 0.3 4.3 24.4 68.9 90.6 96.1 96.5 
離婚 9.8 0.0 0.2 3.2 23.5 29.1 11.8 3.0 1.0 0.5 
２００５合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
未婚 45.0 99.7 99.3 92.6 57.1 19.7 5.5 1.4 0.6 0.5 
有配偶者 11.6 0.2 0.6 4.9 19.2 29.7 18.3 6.5 2.4 1.3 
死別 31.6 0.0 0.0 0.1 2.2 15.7 57.1 87.4 95.8 97.7 
離婚 11.8 0.1 0.1 2.4 21.6 35.0 19.1 4.7 1.2 0.5 
２０１０合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
未婚 44.5 99.8 99.4 93.5 65.8 25.0 8.4 2.2 0.8 0.6 
有配偶者 12.9 0.2 0.4 4.8 16.2 28.2 22.5 10.4 4.6 3.6 
死別 29.2 0.0 0.0 0.1 1.1 10.6 42.3 79.0 92.7 95.2 
離婚 13.4 0.0 0.1 1.6 16.8 36.1 26.9 8.4 1.9 0.6 
（注）　単位は％。
（出所）　表２に同じ、９ページより筆者が加工作成。
